
令和７年度所得制限の限度額 

【特別児童扶養手当】                                                  　     （単位：円）

扶養親族 本　　　　　人 配偶者及び扶養義務者

等の数 収入額 所得額 収入額 所得額

    ０ ６，４２０，０００ ４，５９６，０００ ８，３１９，０００ ６，２８７，０００

    １ ６，８６２，０００ ４，９７６，０００ ８，５８６，０００ ６，５３６，０００

    ２ ７，２８４，０００ ５，３５６，０００ ８，７９９，０００ ６，７４９，０００

    ３ ７，７０７，０００ ５，７３６，０００ ９，０１２，０００ ６，９６２，０００

    ４ ８，１２９，０００ ６，１１６，０００ ９，２２５，０００ ７，１７５，０００

    ５ ８，５４６，０００ ６，４９６，０００ ９，４３８，０００ ７，３８８，０００

    ６ ６，８７６，０００ 　 ７，６０１，０００

    ７ ７，２５６，０００ ７，８１４，０００

 

限度額加算について

本　人
 イ  同一生計配偶者、老人扶養親族  一人につき１０万円

ロ  特定扶養親族  一人につき２５万円

ハ　控除対象扶養親族（１６歳以上  一人につき２５万円

　１９歳未満の扶養親族）

      老人扶養親族１人につき（当該老人扶養 

配 偶 者・ イ　老人扶養親族  親族のほかに扶養親族等がないときは、当 

扶養義務者  該老人扶養親族のうち１人を除いた老人扶 

 養親族１人につき）６万円

 

控除額 

控除の種類 控除額 備　　　考

  障害者控除 ２７万円   

  特別障害者控除　※ ４０万円  特別児童扶養手当等の支給に関す

  寡婦控除 ２７万円 る法律施行令第５条第１項及び第２

  ひとり親控除 ３５万円 項各号

  勤労学生控除 ２７万円

  雑損控除 当該額  

  医療費控除 当該額  
課税台帳による

 

  小規模企業共済等掛金控除 当該額
（地方税法による控除額）

 

  配偶者特別控除 国税　  上限３８万円 

地方税　上限３３万円

  社会保険料相当額 ８万円（一律）

   ※　同居特別障害者控除（７５万円）は対象外


